
一般会計決算
主 な 質 疑

平成21年度

特
別
会
計
決
算

市
税
が
前
年
に
比
べ
て
減

少
、
新
た
に
コ
ン
ビ
ニ
収
納
を
取

り
入
れ
た
成
果
は
。

雇
用
状
況
の
悪
化
な
ど
で
、

税
収
は
減
少
し
て
い
ま
す
。
コ
ン

ビ
ニ
収
納
は
予
想
以
上
の
効
果
が

あ
り
、
他
の
税
金
も
含
め
二
四
・

五
％
の
利
用
が
あ
り
ま
し
た
。

厳
し
い
状
況
だ
か
ら
こ
そ
、

税
収
確
保
の
長
期
戦
略
が
必
要
で

は
な
い
か
。

固
定
資
産
税
に
着
目
す
る

と
、
区
画
整
理
地
域
や
Ｕ
Ｒ
の
区

域
な
ど
へ
の
優
良
住
宅
の
誘
致
は

問答問答

緊
急
連
絡
シ
ス
テ
ム
の
設
置

世
帯
数
が
減
っ
て
い
る
。
審
査
基

準
が
厳
し
い
の
で
は
。

病
気
で
な
く
と
も
、
地
域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
な
ど
が
相
談
を

受
け
て
、
設
置
し
た
ほ
う
が
良
い

と
な
れ
ば
許
可
し
て
い
ま
す
。

当
市
に
お
け
る
生
活
保
護
世

帯
の
増
加
の
要
因
は
。

前
年
比
で
九
・
七
％
増
、
八

八
二
世
帯
、
一
、
三
四
一
人
で
、

県
内
第
六
位
と
い
う
現
状
で
す
。

低
家
賃
住
宅
が
多
い
な
ど
、
こ
の

地
域
の
特
殊
性
が
要
因
か
と
思
い

ま
す
。清

掃
セ
ン
タ
ー
の
焼
却
灰
等

問答問答問

処
分
業
務
委
託
の
最
終
処
分
地
の

状
況
調
査
と
現
地
確
認
は
。

処
分
地
の
所
在
す
る
自
治
体

へ
行
き
、
処
分
場
の
現
地
確
認
を

し
、
排
出
水
に
つ
い
て
も
目
視
で

確
認
し
て
い
ま
す
。
業
者
よ
り
運

営
状
況
等
の
報
告
書
を
年
一
回
提

出
。
処
分
場
の
管
理
状
況
も
水
質

管
理
の
報
告
書
を
確
認
し
て
い
ま

す
。
処
分
業
者
と
は
毎
月
打
ち
合

わ
せ
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

生
徒
指
導
支
援
員
の
必
要
性

と
、配
置
さ
れ
た
効
果
に
つ
い
て
。

授
業
が
、
ス
ム
ー
ズ
に
進
行

す
る
こ
と
、
個
に
応
じ
た
対
応
に

役
立
っ
て
い
ま
す
。
他
に
少
人
数

指
導
支
援
員
も
当
市
は
配
置
し
て

お
り
、他
市
に
は
な
い
充
実
で
す
。

ま
た
、
不
登
校
対
応
支
援
員
に
つ

い
て
も
、
学
校
現
場
か
ら
大
き
な

効
果
が
報
告
さ
れ
て
い
ま
す
。

合
併
特
例
債
を
残
り
五
年
間

で
ど
の
よ
う
に
有
効
活
用
す
る
の

か
。

特
例
債
を
使
い
、
平
成
二
十

四
年
度
ま
で
に
小
中
学
校
耐
震
化

を
終
了
し
、
広
域
ご
み
処
理
施
設

建
設
に
活
用
す
る
計
画
で
す
。
今

後
、
優
先
順
位
を
決
め
計
画
を
明

確
に
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

答問答問答

平成22年度 全員賛成で可決

一般会計補正予算
（第２号） 14億2,789万円の増額

総額324億9,411万円

条　例

■市長等の政治倫理に関する 
　条例� 可　　決

　この条例は、これまでの「政治倫理の確立のた
めのふじみ野市長の資産公開に関する条例」から
更に進んで、市長・副市長・教育長の政治倫理の
確立を目指すものです。
　近隣議会の条例を参考にしたもので、政治倫理
審査会を設置し、公開を義務付けています。質疑
では、5人とした審査委員の選任について、請負
契約の範囲を一親等としたこと、さらに企業を法
人としたことに議論がありました。採決の結果、
全員賛成で可決されました。
　なお、旧上福岡市の倫理条例と比較して後退し
た部分がある、との理由で修正案が提出されまし
たが、賛成少数で否決されました。

【主な意見】
・補正額14億円は、数字としては大型である。
単に財政調整基金などの基金に積み立てるだ
けでなく、目的基金の計画的運用や、国保税
引き下げなど、政策展開を図るべき。

【平成21年度決算の主な事業】
・新住民情報系電算システム運営事業� 2億2,377万円
・定額給付金給付事業� 16億4,659万円
・障害福祉サービス費支給事業� 5億1,238万円
・乳幼児医療費支給事業� 1億8,918万円
・認可保育園事業� 5億1,090万円
・放課後児童健全育成事業� 1億2,772万円
・予防接種（感染症対策）事業� 1億5,389万円
・がん検診事業� 1億0,562万円
・権現山特別緑地保全地区用地取得事業� 3億4,766万円

　平成17年度の合併時より懸案であった放課後
児童対策の管理運営方式について市内全域を統一
する条例案が可決されました。
　これにより、上福岡地域はこれまで市直営の児
童館方式が機能分離されて、新たに学童保育が開
設されることになります。
　また、これまで委託事業として実施されていた
大井地域の学童保育についても、管理方式の移行
に伴い指定管理者制度になります。
　福祉・教育常任委員会においては、保育の内容
の充実や指導員の処遇、保育料金9,000円の設定
について活発な議論がなされました。なお付帯決
議が提出されましたが、賛成少数で否決されまし
た。

■市立放課後児童クラブ条例
� 可　　決

【歳出の主な事業】

高齢者福祉施設整備支援事業� 1,163万円
市内認知症対応型共同生活介護事務所のスプリン
クラーを整備し、防火安全体制を整える。

保育施設推進事業� 2,220万円
待機児童解消のための０歳～２歳児の家庭保育室
委託費用について、対象者等が増えたため増額。

廃棄物対策事業� 762万円
資源物の持ち去り防止と不法投棄の防止に係る見
回り委託期間の延長に伴うため増額。

協働推進事業� 60万円
平成25年度を目標に自治基本条例の策定に向け
て、市民検討会議などにかかる費用。

効
果
的
だ
と
考
え
ま
す
。

学
校
給
食
費
保
護
者
負

担
金
と
保
育
料
の
滞
納
状
況

と
そ
の
対
策
は
。

長
引
く
不
況
の
影
響

で
、
収
納
率
は
下
が
っ
て
い

ま
す
。
給
食
費
に
つ
い
て
は

学
校
と
協
力
し
て
口
座
振
替

日
の
周
知
に
つ
と
め
、
滞
っ

て
い
る
場
合
、
夜
間
に
指
導

主
事
が
訪
問
す
る
な
ど
し
て

い
ま
す
。
保
育
料
に
つ
い
て

は
、
徴
収
職
員
が
訪
問
し
て

い
ま
す
。ま
た
、生
活
困
窮
世

帯
に
対
し
て
は
、
就
学
支
援

な
ど
の
周
知
を
し
て
い
ま
す
。

問答

国
民
健
康
保
険 

賛
成
多
数

　

生
活
の
厳
し
さ
か
ら
、
国
保
税

の
収
納
率
が
大
き
く
低
下
し
て
い

ま
す
。
一
方
で
医
療
費
は
年
々
増

加
し
て
い
ま
す
。
国
保
財
政
を
立

て
直
す
上
で
、
国
に
国
庫
補
助
の

引
上
げ
を
求
め
る
べ
き
と
の
指
摘

が
あ
り
ま
し
た
。

介
護
保
険 

賛
成
多
数

　

平
成
二
十
一
年
度
か
ら
保
険
料

の
多
段
階
化
、
一
部
引
き
下
げ
な

ど
改
善
が
図
ら
れ
ま
し
た
。
し
か

し
、
保
険
あ
っ
て
介
護
な
し
と
言

わ
れ
な
い
よ
う
施
設
利
用
に
つ
い

て
も
改
善
を
望
む
意
見
が
出
さ
れ

ま
し
た
。

下
水
道
事
業 

賛
成
多
数

　

市
街
化
調
整
区
域
の
汚
水
処
理

の
方
針
が
未
確
定
に
な
っ
て
い
る

の
で
改
善
す
べ
き
で
す
。
雨
水
対

策
に
つ
い
て
も
、
貯
留
浸
透
事
業

が
遅
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
下
水

管
の
管
理
の
仕
方
を
統
一
す
べ
き

な
ど
の
意
見
が
出
さ
れ
ま
し
た
。

　景気低迷により、市税が2億4,962万円の減収となり、

当初予定よりも市税収入は4％の減額補正となった。

　また21年度決算により、繰越金が7億3,508万円追加。

総額11億円となった。

・合併特例措置が
平成28年度以
降はなくなる。
今が基金の積み
立ての時期とと
らえ財源確保
を。
・子どもを預ける
状況が変化して
いる。子育て支
援策をホームペ
ージ事業で発信
するなど情報の
提供を。
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